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95メコンデルタ地域における農家の気候変動に対する適応

1.  はじめに

　筆者はフィールド・スタディ「メコン」における調査により、ベト
ナム社会主義共和国（以下、ベトナム）のメコンデルタ地域の農家
から気候変動への適応策に関するデータを収集した。本稿では、
これを基に、気候変動への適応策の採用を決定する要因の特定
を試みる。また、適応策の採用が、コメの生産量に対して、ど
の程度影響を与えるかについても推計を行う。

1.1  農家の気候変動に対する適応策
　地球温暖化に代表される気候変動の影響が顕在化するにつれ
て、その対策が喫緊の課題となっている。地球温暖化対策には、
温室効果ガスの排出量を削減する「緩和（mitigation）」と将来の温
暖化した気候に対処するための「適応（adaptation）」とがある（藤
倉 2010）。近年、気候変動が不可避なものであるという社会的
認知が拡大するにつれて、後者へ耳目が向けられるようになって
きた。緩和と混同されがちだが、適応は「現在起きている、ある
いは予想される気候による刺激もしくはその影響に対して、被害
を和らげる、あるいは有利な機会を利用する自然もしくは人間
システムの調整」1と定義される、より能動的な概念である（IPCC, 

2007環境省訳）。
　とりわけ、気候変動がもたらす被害が甚大である農業におい
て、適応策は重要視されてきた 2。実際、概して自然に作用する
事でのみ、その生産活動を持続できる農業において、気候変動

メコンデルタ地域における
農家の気候変動に対する適応

石田知也  大阪大学大学院国際公共政策研究科博士前期課程

1 IPCC, 2007環境省訳
2 例えば、高橋（2006）など。
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がもたらす影響は多岐にわたる。台風やハリケーンに代表される
局地的な異常気象の増加が危ぶまれるとともに、平均気温の上
昇による病虫害の多様化及び頻発化、あるいは雨量の増減や降
雨時期の変動といった現象が懸念されている。こうした影響に対
して、適応策を講じないことは、営農活動、延いてはそれが支え
る食糧保障さえも脅かしかねない。また同時に、農業を経済的
な基盤とする農家の「脆弱性（vulnerability）」3も大きな問題である。
一般的に、農家の多くが経済的に豊かとはいえない状況にあり、
かつ災害に関するインフラストラクチャーが未整備な地方で生活
を営んでおり、適応能力が低いと考えられる。気候変動による
影響がほぼ不可避なものである以上、農家がその悪影響に対し
て、適応策をとることが強く求められている。
　しかしながら、これまでの気候変動に関する研究は、気候変
動が農業に与える影響にのみ焦点を当てた研究が多く、気候変
動への適応策やその効果に関する研究は、未だ蓄積が進んでい
ない（Di Falcoら 2011）。

1.2  ベトナム・メコンデルタ地域における気候変動
　沿岸国かつ2つの広大なデルタ地帯を擁することから、ベト
ナムは深刻な気候変動のリスクに晒されている（アジア開発銀行 

2009; 世界銀行 2010）。また、天然資源・環境省（2009）の推計に
よれば、すでに1958 ～ 2007年間で、およそ0.5から0.7˚Cの平
均気温上昇が確認されており、気候変動の影響が顕在化しつつ
あるといえる。
　前節で述べたように、こうした状況は、農業にとって望ましい
ものとはいえない。ドイモイ政策以降の近代工業化によって、そ
の相対的な重要性を低下させつつあるはいえ、未だに（2011年
時点）全人口の62.7％、およそ5570万人もの農業人口 4（FAOSTAT 

2012）を抱えるセクターとして、農業はベトナムにとって軽視でき

ない産業であり、予期される気候変動に対して適応策を講じてい
く必要がある。
　ベトナムの農業において、大きな役割を果たしてきたのが、ベ
トナム全人口の19.7％（1733万人）を抱えるメコンデルタ地域で
ある5。2011年時点で、同国の実質農業総生産額の33.3％に当た
る59兆4396億ドン（1994年物価換算）を稼ぎ、コメの生産量で
は54.8％を生産する6など、同国の経済面・農業面において最も
重要な地域のひとつとなっている。
　しかし、このメコンデルタ地域においても、気候変動の影響
が懸念されている。ベトナム天然資源・環境省の推計によれば、
平均気温については、2030年で0.6℃、2050年で1.0℃の上昇
が、平均雨量についても、2030年0.9％、2050年時点で1.5％の
増加がメコンデルタ地域に予測されている（天然資源・環境省、
2009）。また、潮位の上昇や塩害の拡大も懸念される。IPCC（2007）
によれば、海面水位の上昇によって、2050年までに移動を強い
られる可能性がある人口は100万人を超える見込みである。こう
した自然科学的な知見を基に、いかなる適応策をも講じない場
合、メコンデルタ地域におけるコメの生産量は2050年時点で6.3

から12.0％の減少する、と世界銀行は推定している（世界銀行, 

2010）。以上の背景から、メコンデルタ地域における気候変動へ
の適応行動は急務であるといえよう。

1.3  本稿の目的と構成
　以上に述べた通り、将来的な気候変動によりベトナム国メコ
ンデルタ地域における農家及び農業生産は大きな影響を受ける
と考えられており、その適応策に関する知見の拡充が求められ
ている。したがって、本稿では、ベトナム・メコンデルタ地域に
おける農家の気候変動に対する適応策について、その現状を明
らかにするとともに、在るべき姿について検討・提案することを
目的とする。特に、気候変動への適応行動の採用を決定する要
因の特定に焦点を当てたい。続く2章では、フィールド調査方式
及び決定要因の推計式について述べ、3章においてその統計的、
実証的結果を示す。最後に4章では、現状の適応策が抱える課

3 「脆弱性」とは、気候変動性や極端な現象を含む気候変動の悪影響による
システムの影響の受けやすさ、または対処できない度合いのことである。
脆弱性は、システムが曝される気候変化及び変動の特徴・大きさ・速度と、
システムの感度、適応能力の関数である（IPCC, 2007環境省訳）。なお、松
岡（2009）は、リスクと脆弱性とは区別すべき概念であるとし、「リスクとは
人々が何らかの外的危険にさらされる確率的概念であり、脆弱性とはそう
したリスクを管理・制御する個人的・組織的・社会的能力の水準に関する
概念である（特にそうした適応能力の低さ）」であると指摘している。

4 FAOSTAT、2012年10月25日アクセス
5 メコンデルタ地域は、中央直轄市のCần Thơと他12の省から成る。
6 General Statistical Office（GSO）、2012年10月25日アクセス
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題について検証する。

2.  調査方法及び推定式

2.1  調査場所及びその概要
　カンボジアとの国境付近に位置する
アンザン（An Giang）省チャウフー（Châu 

Phú）地区において、インタビュー調査を
行った。インタビュー対象は、コメ農家
の世帯主とし、60名の回答が得られた（内
56名が男性、最年少は28歳、最高齢は
74歳）。インタビューでは、各農家の属
性（性別、年齢、教育水準など）、農業
に関する情報をどのように得ているか、
コメの生産に関する情報（生産量、耕作
面積、散布肥料量など）、気候変動に対
する認識、気候変動に対する適応策の
有無を質問した。

2.2  適応策採用の決定要因に関する推定式
　本論で用いる推計式はDi Falcoら（2011）に倣う。Di Falcoら（2011）
は2005年にエチオピアの農家1000戸に対して調査を行い、農家
が気候変動適応策の採択を決定する要因は、借金の状況、農業
普及プログラム（エクステンション）、そしてラジオなど情報への
アクセスであることを実証した。また、最近の気候状況は、技術
採用の決定に影響しないとした。
　本稿で用いる推計式は以下の通りである。

Adaptationi	 =α0+α1 Perceptioni+α2 ln Educationi+α3 ln Agei 

	 +∑
γ

αγ Informationi
γ +εi

　ここで、添え字 iは、農家 i （i=0, 1, 2, …, n）を表し、Adaptation

は、農家が気候変動を採択しているか否かの二選択変数、
Perceptionは、農家の気候変動に対する直近5年に認識に関す
る変数、Educationは、世帯主の教育年数、Ageは世帯主の年齢、
Informationは、農業情報に関する変数、εは、誤差項である。

各変数の定義などについては、後述する。
　推計には、プロビットモデルを用いる。本稿の主旨から離れる
ので、このモデルについては簡潔な説明のみに留めおくが、この
モデルを用いることで、コメ農家が適応策を採択する確率に対し
て、どのような要因が影響しているのかを定量的に分析する事が
可能となる7。

2.3  適応策がコメ生産量に与える影響に関する推定式
　本論では、適応策の採択が、コメの生産量にあたえる影響に
ついても推計を行った。
　本稿で用いる推計式は、以下の通りである。

ln Rice Productioni

=β0+β1 Adaptationi+β2 ln Fertilizeri+β3 ln Seedi+β4 ln Fieldi 

+β5 ln Sizei+β6 Land Owneri+β7 3Cyclei+ui

　ここで、添え字 iは、農家 i （i=0, 1, 2, …, n）を表し、ln Rice 

Productionは、コメの生産量（対数表示）、Adaptationは、農家
が気候変動を採択しているか否かの二選択変数、Fertilizerは、
化学肥料の施肥量（対数表示）、Seedは、種もみの播種量、Sizeは、
家族内人数（対数表示）、Land Ownerは、農家がその全耕作地
を保有しているか否かのダミー変数、3Cycleは、農家が三期作
を行っているか否かのダミー変数、uは、誤差項である。ここでも、
各変数の定義などについては、後述する。
　推計には、最少二乗法（OLS）を用いる。以って、適応策の採用
を含めた各変数が、コメの生産量に対して、どの程度影響を与
えるかについて分析する。

2.4  変数について
　推計に用いる変数の記述統計を表1に示す。
 

2.4.1  気候変動への適応策について
　Adaptationは、気候変動を実施しているか否かの二値選択変
数である。採択されていれば1、さもなければ0をとる。気候変

写真1：インタビュー調査の様子

7 詳細は、浅野・中村（2009）の第10章、Train（2009）第2章などを参照のこと。
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動に対する適応策としては、稲作に関わる適応策と、稲作とは
代替的な生産活動を行うといった適応策が考えられる。前者は、
コメ品種の変更や土地や灌漑管理方法を改善するなどの方策が
考えられる。後者としては、稲作を部分的（土地や一時期など）、
あるいは完全に、気候変動に適応した作物（例えば干ばつに強い
マメ類など）へと転作する、あるいは家畜飼育を行うなどの適応
策が想定される。本稿では、コメがベトナム国の食料保障に対
して重要な役割を果たしていること、あるいはメコンデルタ地域
においては、コメ生産が重要な経済基盤であることから、コメ
生産量に関わる適応策についてのみを推計に用いた。表1をみる
と、すでに63.6％の世帯が気候変動に対する適応策を講じてい
ることがわかる。なお、聞き取り調査によると、これらの農家の
適応策は「コメの品種を変える」のみであり、土壌や灌漑管理方
法の変更は見られなかった。

2.4.2  気候変動に対する認識について
　Perceptionは、農家の気候変動に対する認識を表す変数であ

る。Temperature、Rainfall、Salinityに細分化される。本稿では、
直近5年に、平均気温（temperature）、平均雨量（rainfall）、塩害

（salinity）の頻度がどのように変化したかを、三段階（減少（低下）
した、変化なし（あるいは、分からない）、増加（上昇）した）で質
問した。本来は、自然科学的なモニタリング結果の利用が好ま
しいが、この質問に関しては、ベトナム全土の傾向及び多数派の
意見から、「増加（上昇）した」を正しい認識であると想定した。そ
こで、Perceptionをそれぞれ「増加（上昇）した」との認識を1、そ
れ以外を0とする二値選択変数とする。この値は、適応策採択
に正の影響を与えると考えられる。表1をみると、平均気温、平
均雨量、塩害において、それぞれ83.3％、63.3％、53.3％が直
近5年間で「増加（上昇）した」と考えていることがわかる。

2.4.3  農業情報について
　InformationはExtension、Peer、Mediaが含まれる。Extension

は、公的な農業技術普及プログラムの頻度を、Peerは、友人や
近隣農家、親戚との農業情交換の頻度を表す。Mediaはテレビ
やラジオなどから農業情報を得る頻度を示す（ベトナムにおいて
は、テレビやラジオなどで農業に関する番組が放送されている）。
それぞれの頻度は、0から3の四段階（全くない、まれに、時々、
頻繁に）で計測されている。気候変動に対して、正しい情報が得
られていれば、これらの変数は、適応採択に正の影響を与える
と考えられる。

2.4.4  世帯主の特徴について
　Education、Ageを用いる。Educationは、世帯主が正規教育
を受けた年数を、Ageは世帯主の年齢を示す。これらの変数は、
対数を観察できない農家の特徴が、適応行動に与える影響をコ
ントロールするために用いられる。例えば、適応策は将来のリス
クを軽減することから、その採択決定には個人のリスク選好も反
映される。この選好は、直接観察できないが、教育年数によっ
てある程度コントロールできると考えられる。

2.4.5  世帯及び耕作方法について
　RiceProductionは、一期における1cong（1congは1013㎡）当た
りコメの生産量（kg）である。Fertilizerは、一期における1cong当

表1：記述統計

変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値

Adaptation 55 0.636  0.485 0 1

Perception

Temperature 60 0.833 0.376 0 1

Rainfall 60 0.633 0.486 0 1

Salinity 60 0.533 0.503 0 1

Information

Extension 60 1.033 1.073 0 3

Peer 60 2.567 0.767 0 3

Media 60 2.333 1.052 0 3

Education 59 6.305 3.425 1 12

Age 60 46.617 11.273 28 74

Rice Production 60 816.567 131.144 450 1100

Fertilizer 53 57.962 13.052 20 90

Seed 60 23.617 5.603 12 47

Field 60 12.917 14.406 1 100

Size 60 5.167 2.043 2 13

Land Owner 60 0.733 0.446 0 1

3 Cycle 60 0.600 0.494 0 1
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たりの化学肥料施肥量（kg）、Seedは、一期における1cong当たり
の種もみの播種量（kg）であり、これらの投入量は、コメの生産
量に対して正の影響を与えると考えられる。Fieldは、世帯が耕作
する稲田の総面積である。もし広い農地を耕作する方が、より
効率よく作業できるなどの、規模の経済が存在すれば、この変
数は生産量に正の影響を与える。Sizeは、世帯の構成員数であ
り、投入労働力の代理変数として用いる。Land Ownerは、農家
がその全耕作地を保有しているか否かのダミー変数であり、所
有していれば1、さもなければ0をとる。土地所有者の方が、よ
り長期的な観点で農地の利活用を行い、それが生産量に及ぼす
ことあるかもしれない。このような影響をコントロールするため
に用いる。3Cycleは、農家が三期作を行っているか否かのダミー
変数であり、農家が三期作を行っておれば1、さもなければ0を
とる。ベトナムにおいて、三期作は可能ではあるものの、三期目
における収穫量は、多くないとの聞き取り結果が得られた。その
ため三期作を行う農家は一期当たりの生産量が低い傾向にある
かもしれない。このような影響をコントロールするために推計式
に含める。

3.  推計結果及び考察

3.1  プロビットモデルの結果
　表2にプロビットモデルの推計結果を示す。
　表1、（1）の結果から、農家が平均気温の上昇を正しく認識す
ることのみが適応策の採用を促進することが分かった。また、平
均雨量や塩害については、増加傾向にあることを認識する農家
が半数以上いるものの、適応策には直接（統計的には有意に）結
びつかないという結果が見られた（表1の（2）及び（3）参照）。これ
は、農家が平均気温に対する適応策は知っていても、平均雨量
や塩害については、どのように対処するべきか理解できない、あ
るいは気温に比べて重要性が低いためと考えられる。もしくは、
これらに対する適応策は、農家という家計レベルでは対応でき
ない問題であるのかもしれない。
　一方、各種の農業プログラムや農家間の情報交換は、有意な
結果を示さなかった。これは、間接的な情報だけでは、農家は
適応行動に移らず、自身の認識や経験に基づいてのみ適応を決

定しているからかもしれない。また、メディアに関しては、いず
れの場合においても、有意かつ負の影響を与えることが分かっ
た。不完全な情報が伝達されている状況にあるのかもしれない。

3.2  OLSの結果
　表3にOLSの推計結果を示す。
　OLSによる結果から、現行の適応策は、現在のコメの生産量
に有意な結果を与えていないことが分かった。この結果に対して
は、2つの異なる理由が考えられる。ひとつ目は、現行の適応策
が不十分であり、生産量になんらインパクトを及ぼしていないと
いう考えである。この場合、適応行動の再検討が必要であろう。
例えば、今回の調査では見られなかった土壌や水管理の変更が
有効であるかもしれない。もうひとつは、適応策が成功したため

表2：プロビットモデルの結果

変数 （1） （2） （3）

Temperature 1.002*

（0.580）
Rainfall -0.324

（0.396）
Salinity 0.455

（0.381）
Extension 0.216 0.272 0.21

（0.182） （0.181） （0.184）
Media -0.518* -0.418* -0.396*

（0.267） （0.235） （0.239）
Peer -0.172 -0.0719 -0.0788

（0.324） （0.290） （0.306）
In Education -0.222 -0.205 -0.271

（0.280） （0.279） （0.283）
In Age 0.0879 0.549 0.365

（0.836） （0.797） （0.797）
Constant 1.053 -0.266 0.142

（3.439） （3.274） （3.319）
Observations 54 54 54

Pseudo R-squared 0.146 0.111 0.122

注）標準誤差を括弧内に記す。
***、**、*は、それぞれ有意水準1％、5％、10％を示す。

表3：OLSの結果

説明変数/ 
被説明変数

In Rice 
Production

Adaptation 0.0916

（0.0630）

In Fertilizer 0.0913

（0.0995）

In Seed 0.138*

（0.0811）

In Field 0.0517*

（0.0306）

In Size -0.0927*

（0.0512）

Land Owner -0.0826

（0.0612）

3 Cycle 0.0311

（0.0495）

Constant 5.908***

（0.5220）

Observations 49

Adjusted R-squared 0.035

注）頑健な標準誤差を括弧内に記す。
***、**、*は、それぞれ有意水準1％、5％、
10％を示す。
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に、気候変動による影響を免れ、現在のコメの生産量に有意な
結果を与えていないという解釈である。例えば、すみやかに適
応策をとるのは、対処しなければ、大きな被害が予測される農
家であるかもしれない。であるならば、今回の調査で適応行動
を行っている農家は、適応策を採用していなければ、生産量を
有意に減らしていたかもしれない。この2つの解釈については、
農家の異質性を考慮した、更なる分析が必要だと考えられる。
　また、耕作面積が有意に正の影響を与えていることから、メ
コンデルタにおいては規模の経済が存在することが示唆された。
なお、労働力の代理変数として、家族の構成員数を用いたが、
これは有意に負の影響を与えた。この理由としては、以下のメカ
ニズムが考えられる。すなわち、大家族になるほど農業におけ
る余剰人員が増す。この余剰人員が農業以外に就労し、現金収
入をもたらす。現金が増えたため、農業生産に対するインセンティ
ブが減少し、結果コメの生産量が減少するという構造である。

4.  おわりに

　本稿では、フィールド調査により、メコンデルタ地域のコメ農
家60世帯から気候変動への適応行動に関するデータを収集した。
また、これを基に、気候変動への適応行動の採用を決定する要
因の特定を試みた。分析においては、気候変動への適応策採択
の有無を、被説明変数に、農地農家の特徴、営農に関する情
報ソースや気候変動に対する認識を説明変数として、プロビット
モデルによる分析を行った。また、気候変動への適応の有無が、
コメの生産量に与える影響についてもOLSによる推計を行った。
　プロビットモデルからは、平均気温上昇に対する認識のみが
適応策の採用を促すという結果が得られた。平均雨量や塩害に
関する認識は、適応策に直結せず、これらの重要性が低い、あ
るいは適応が困難であるという示唆が得られた。一方で、メディ
アからの農業情報が、適応の妨げになるという現象が起きてお
り、詳細な調査が望まれる。
　また、OLSによる結果から、現行の適応策は、現在のコメの
生産量に有意な結果を与えていないことが分かった。この結果に
対しては、2つの異なる理由が考えられ、更なる知見の拡充が求
められる。

　以上の結果から、ベトナム・メコンデルタ地域における適応策
について論じる。農家は自身の気温に関する認識について基づ
いて、適応策採用を決定している。したがって、気温に関する適
応策のあるいは、雨量や塩害の増加傾向に対する適応策の妨げ
になっているボトルネックがないかを確認すべきであろう。また、
現状の農業情報は、適応策に正の影響を与えておらず、その有
用性が低いと考えられる。その内容を再考が求められる。
　一方、現状の適応策について、生産量に対して正の影響を与
えているという確証は得られなかった。ただし、データの制限が
大きいことが、こういった結果の要因であるかもしれない。適応
策の採択前と後で、どのように生産量が変化したかなどの調査
が必要であると考える。
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